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「女性の活躍」で企業を視る

東京証券取引所 テーマ銘柄

１．はじめに

これは、少子高齢化が急速に進む中、社会を支える就業
人口を維持するという、量的な側面からだけではなく、企業
の経営戦略として女性人材の登用を促進することが競争優
位に結びつくという質的な側面からも、期待されているもの
です。（※１）

※１ ＩＭＦラガルド専務理事 (2012年10月発表のＩＭＦ ワーキングペー
パー「女性が日本を救う」より）
「急激な高齢化による日本の潜在成長率の低下に歯止めをかけるには、
女性の就業促進がｶｷﾞ」
「日本の女性労働力率が他のＧ７（伊を除く）並になれば、１人当たりの

ＧＤＰが４％上昇。北欧並になれば８％上昇。」

そこで今回は、東証一部上場企業の中から、業種ごとに、
女性が働き続けるための環境整備を含め、女性人材の活
用を積極的に進めている企業をご紹介いたします。

２．女性の活躍とダイバーシティ・マネジメントとは

ダイバーシティ・マネジメントとは、わかりやすく言うと、「多様な人材（※2）を活かす戦略」を意味します。
ダイバーシティ・マネジメントを進めることで、「自由な発想」が生まれ、イノベーション、すなわち、多様

な市場ニーズに対応した新しい商品やサービスなどの開発につながるのではないか、また、グローバル
に展開する会社にとっては、世界中の様々な市場への適応力や変化やリスクに対する耐性を高めるこ
とにもつながるとも考えられています。さらに、人材活用の母集団を広げることにより、優秀な人材の確
保が可能になるとも期待されています。

このようにダイバーシティ・マネジメントは企業の競争優位を確保するために有効な経営戦略の一つと
考えられます。そうした中、日本国内に膨大なリソースがあるにも関わらず、必ずしも十分に活用されて
いない「女性」の活躍を推進することは、ダイバーシティ・マネジメントを進める上での「試金石」であると
いえます。

※2 多様な人材
性別、年齢、国籍、障がいの有無などだけでなく、職歴や経歴などの多様性も含みます。

今回のテーマ銘柄選定は、女性の活躍状況の資本市場における「見える化」の一環として、
「ダイバーシティ経営企業１００選」の実施を始め、経済再生の観点から、女性の活躍推進に取り
組んでいる経済産業省との共同企画として実施いたしました。

長らく低迷していた日本経済の再生に向けて、「女性」へ
の期待が高まっています。

～「女性の活躍促進による経済活性化行動計画 働くなでしこ大作戦」を応援します～
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３．投資の観点から見た「女性の活躍」

※1 （出所）European Commission Green Paper “The EU corporate governance framework”
※2 （出所）Ｃａｔａｌｙｓｔ 「The Bottom Line : Corporate  Performance and  Women’s  Representation on Boards」（2007）

（Ｃａｔａｌｙｓｔ は、女性と企業分野における米国を拠点とした代表的なNPO）
※3 （出所）RIETI BBL （２０１１年１２月２１日） 「企業のパフォーマンスとWLBや女性の人材活用との関係： RIETIの企業調査から

見えてきたこと」山口一男シカゴ大学教授、RIETI客員研究員。

女性役員比率が高い企業の方が、株主資本利益率など
の経営指標が良い傾向があるといった報告（※2）や、女性
の活躍推進のために必要なワークライフバランスの環境整
備（育児介護との両立支援や雇用者が柔軟に働ける制度な
ど）に取り組む企業は、何もしない企業に比べ、正社員１人
当たりの生産性が２倍以上高いといった報告(※3）もなされ
ています。

欧州では、取締役会のダイバーシティはコーポレートガバ
ナンスの重要な要素と位置づけられ（※1） 、年金基金等の
機関投資家を中心に、ダイバーシティへの取組を評価の対
象に入れた格付けに基づく投資（社会的責任投資：ＳＲＩ）を
拡大しています。特に、金融危機後、投資リスク軽減のため、
ＳＲＩへの関心が高まりつつある状況です。

こうした調査結果は一例ですが、女性活躍推進に積極的に
取り組み、成果を上げている企業は、「多様な人材を活かす
マネジメント能力」や「環境変化に適応するための自己変革
力」があるという点で、「成長力のある企業」であるとも考え
られます。
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多様な市場ニーズへの対応

・グローバル市場のメインプレー
ヤーである女性顧客※のニーズに
応じた商品開発、販売戦略

ＳＲＩ（社会的責任投資）を通じ
た長期・安定的な資金調達

リスク管理能力

（ガバナンス）や変化に対する
適応能力（柔軟性）の向上

優秀な人材の確保

※家計支出のうち、妻の意思決定割合は、
我が国では約７４％。世界では約６４％。

（内閣府「男女の消費・貯蓄等の生活意識に
関する調査」2010年、BCGの12000人超の女
性に対するグローバル調査2008年）

ダイバーシティ・マネジメント

• 多様な人材をフル活用し、企業のパ
フォーマンスにつなげるための人事管理

• グローバル企業にとっては重要な経営戦
略の一つ

女性の活躍推進はそのイントロ
ダクション（試金石）

「女性役員が１人以上いる企業は、能
力の範囲拡大やガバナンス強化等に
より破綻確率を２０％減らせる。」
（2008年英リーズ大 Credit Management  
Research Centre による17,000社を対象と
した調査結果に基づく）

企業経営における意義

・欧州では、ステークホルダー（特に労組）の意向
を受けた年金基金がＳＲＩに積極的。金融危機後、
投資リスク軽減のため、ＳＲＩへの関心高まる。

・ＳＲＩ格付けにおけるダイバーシティの評価上の
シェアは約1割といわれている。

＜SRI市場シェアの国際比較 ＞
欧州 ４９％ 米国 １１．２％ 日本 ０．２％
（出所）Global Sustainable Investment Alliance
2012 Global Sustainable Investment Review
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４．女性の活躍に係るスコアリング基準

今回のテーマ銘柄選定に関するスコアリングは、国内外の企業の環境・社会・ガバナンス（ＥＳＧ）側面
の調査・分析を手がける株式会社日本総合研究所により実施されています。

今回の調査では、同社が企業のCSR報告書等の公開情報から、女性の活躍推進の観点で評価を行
いました。さらに、国内外のメディアやＮＧＯ等の外部の組織からの公表情報についても精査を行い、女
性の活躍推進の観点からの懸念が認められる場合は、評価に反映にさせています。

スコアリングにあたっては、下図に示すとおり、「①女性のキャリア促進」、「②仕事と家庭の両立サ
ポート」の２つの視点から、方針や目標の設定、取組みの内容、実績の３つの側面について評価を行っ
ています。

• 「①女性のキャリア促進」の視点では、多様な人材の活躍支援等に向けた方針の策定とその内容、
研修プログラムの実施等の女性従業員の活躍支援に向けた取組み、女性管理職や女性役員の登
用実績について評価しています。

• 「②仕事と家庭の両立サポート」の視点では、ワーク・ライフ・バランスに関する方針の策定とその内
容、在宅勤務制度・短時間勤務・フレックスタイム制度・育児休業からの復帰支援策等のワーク・ラ
イフ・バランス実現に向けた取組み、育児休業や介護休業等の取得実績について評価しています。

各企業のスコアは、各項目の評価結果を合算することにより算出しています。

方針・目標の設定 取組みの内容 実績

①女性のキャリア促進の視点

②仕事と家庭との両立サポート
の視点

スコアリングの概念図

多様な人材の活躍支
援等に向けた方針・目
標の設定・内容

女性従業員の活躍支
援に向けた各種取組
み

女性管理職や女性役
員の登用実績

ワーク・ライフ・バランス
に関する方針・目標の
設定・内容

ワーク・ライフ・バランス
実現に向けた各種取
組み

育児休業や介護休業
等の取得実績
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６．選定された企業一覧（１７銘柄、業種順）

５．企業の選定方法

東証一部上場企業を対象に、以下の流れで選定を行いました。

① 東証33業種毎に、女性の活躍に係るスコアが高い企業を2社以内で選定
② ROE（株主資本利益率）（※）が業種平均以上であり、かつ上記スコアが最上位であること

※ ROEは、株主資本（自己資本）を「元手」として、1年間でどれだけの利益（税引後利益）をあげたか、つまり企業の経営効率を測定す
る指標の一つです。ROEが高ければ経営効率が良いと見ることもできます。今回は、女性活躍で一定の実績を上げており、かつ、一
定以上の経営効率を実現している企業を選定しました。

銘柄コード 企業名 業種

1334 マルハニチロホールディングス 水産・農林業

1928 積水ハウス 建設業

2502 アサヒグループホールディングス 食料品

3402 東レ 繊維製品

4452 花王 化学

5110 住友ゴム工業 ゴム製品

5201 旭硝子 ガラス・土石製品

5471 大同特殊鋼 鉄鋼

5713 住友金属鉱山 非鉄金属

6367 ダイキン工業 機械

7201 日産自動車 輸送用機器

7731 ニコン 精密機器

9005 東京急行電鉄 陸運業

9433 ＫＤＤＩ 情報・通信業

8015 豊田通商 卸売業

9983 ファーストリテイリング 小売業

8316 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業
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７．選定された企業の主な取り組み

アサヒグループでは、女性従業員の活躍を促進することが、自社の経営
にとって重要であるとの認識のもと、施策を推進しています。

女性従業員の管理職への登用を積極的に推進しており、アサヒビールで
は、2011年12月末時点において女性管理職比率は約3.8%となっていま
す。グループ会社においても、2007年にアサヒフィールドマーケティングで
女性取締役が誕生したほか、和光堂でも2010年に女性が執行役員に
就任しています。

家庭と仕事との両立支援の面では、出産や配偶者の転勤などの理由に
より退職した従業員の再雇用を認める「ウェルカムバック制度」のほか、
各自の記念日に休暇が取得できる「メモリアル休暇制度」などを有し、

メリハリのきいた働き方を奨励する風土づくりに取り組んでいます。アサヒ
ビールでは、育児休業を取得した従業員の復帰率もほぼ100%となってい
るほか、 育児休業は男性にも利用されています。

アサヒグループホールディングス（2502、食料品）

積水ハウスでは、住宅の提案には多様な感性が求められるとの

認識のもと、多様な人材が力を発揮し、価値を提供できる組織づくり
が重要であると考え、「人事基本方針」の大きな柱の一つに「女性の
活躍推進」を掲げています。

推進体制の面では、2006年に「女性活躍推進グループ」を設置。

女性営業職の積極的な採用を行うとともに、女性営業職員を対象に
した交流会やキャリア支援・研修を実施しています。女性の管理職
への登用も拡大しており、グループ全体での課長職以上の女性
管理職の人数は、2006年が15人だったのに対し、2012年1月末時点
では34人にまで拡大しています。

家庭と仕事との両立を支援する「短時間勤務制度」の利用者数も
年々拡大しているほか、女性の育児休業取得後の復職率も93.3%と
高い水準になっています。

積水ハウス（1928、建設業）

マルハニチログループでは、女性比率の拡大を積極的に推進しています。
2011年度の女性従業員比率は18%、女性管理職比率は3%となりました

（マルハニチロ水産、マルハニチロ食品の原籍正社員）。今後、女性管理
職比率の向上に向けて、階層別研修等を通じて社内の意識向上に取り組
んでいく方針としています。

女性の活躍を促進するために、家庭や育児との両立支援にも力を入れて
います。「育児休職制度」や「産前・産後休暇」は従業員に幅広く活用され
ているほか、生活スタイルに合わせた働き方を可能とする「短時間勤務制
度」を整備し、育児を行いながら働くことができる環境を整備しています。

マルハニチロホールディングス（1334、水産・農林業）
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東レの女性の活躍支援の取組みは長い歴史を有しています。1958年
には初めて女性の管理職への登用が行われたほか、1992年の育児
休業法施行に先立つ1974年にはいち早く育児休業制度を導入してい
ます。また、2004年からは「女性活躍推進プロジェクト」を立ち上げ、
活躍支援の取組みをさらに強化した結果、掛長級以上の職位に就く
女性比率は年々増加し、2012年には7.06%に達しています。

家庭と仕事の両立支援については、「再就職希望社員登録制度」や、
「フレックスタイム制度」、「ベビーシッター費用補助制度」などの支援策
を有しています。さらに、2012年度からは、小学校3年生に到達する
年度の3月末日までの子どもを養育する従業員を対象として、「在宅勤
務制度」を試行的に開始しています。

東レ（3402、繊維製品）

花王では、ダイバーシティから生まれる活力が事業の発展を支えるとの
認識のもと、多様な人材が活躍できる職場の実現に向けて活動を進め
ています。国内グループ全体の正社員における女性管理職比率は
2011年度に9.6%に達しています。

家庭と仕事との両立支援として、保育所が利用できないことで復職でき
ずにいる社員を支援するために、2011年に社内託児施設「メリーズ
ガーデン」を東京に設置しました。同時に、メンタル面のサポートが重要
と考え、子育て中の社員の交流会の定期的な開催や、育児休職からの
スムーズな復職を支援する復職前セミナーなどにも力を入れています。
男性社員の育児支援にも積極的であり、新たに子どもが生まれた男性
社員とその上司に向けて育児支援制度の周知と理解促進を図っていま
す。2011年度に子どもが生まれた男性社員の育児休業取得率は
40.5％と、高い水準です。また家族介護を担う社員数の将来予測や実
態把握をいち早く実施し、計画的に介護支援強化に取り組んでいます。

花王（4452、化学）

住友ゴムグループでは、「雇用の基本方針」として、「多様な雇用
環境づくりと能力開発」、「働きがいのある職場づくり」、「公平な評
価と処遇」の3つを掲げています。女性の活躍拡大に向けて、

女性総合職の採用拡大を進めており、管理職数も増加傾向と
なっています。

家庭と仕事との両立支援については、タイヤ業界で初めて「くるみ
ん（次世代認定マーク）」を取得し、育児に配慮した勤務形態の

導入や、有給休暇取得の推進などを行っています。育児を行う従
業員への理解と協力が得られる風土をつくり、女性の育児休業取
得とともに、男性の育児休業取得に関する取組みを推進していま
す。

住友ゴム工業（5110、ゴム製品）
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大同特殊鋼では、2003年よりポジティブ・アクションの推進活動を
行っています。2006年には、人事制度を改定して、専任職（一般

職）を総合職に統合し、性別に関係なく活躍できる環境づくりに取
り組んでいます。2008年からは、女性社員の活躍支援に向けて、
スキルアップを目的とした講座を開始しました。2011年の女性
役職者比率は15.6％となっています。

仕事と生活の両立に向けて、小学校3年生までの子どもを養育す

る従業員を対象として、所定労働時間の短縮を可能としています。
また、小学校卒業前の子を養育する従業員を対象とし、法令では
子ども1人につき5日までのところを、子どもの数に関わらず1年に
10日まで、かつ半日単位で取得することのできる看護休暇も整備
しています。

大同特殊鋼（5471、鉄鋼）

ＡＧＣ旭硝子では、「ダイバーシティ（多様性）」を活かす職場づくりを

実践するために、女性の活躍推進を重要なテーマの一つと位置づけ、
「優秀な女性の積極的採用」と「女性従業員の活躍が促進される環境
づくり」に取り組んでいます。

採用の面では、2011年度には、専門職の新卒採用のうちの20%を女性
とするという目標を設定し、目標をクリアしています。過去に退職した

女性従業員からの再雇用の希望を受け付け、優先的に採用する「再雇
用希望登録制度」や、女性の先輩社員が後輩をサポートする「女性メン
ター制度」も有しています。

家庭と仕事との両立支援については、育児のための「短時間勤務制
度」や「時間外・休日労働制限」、「フレックスタイム制度」などを有してい
ます。さらに、2012年度には、保育所に空きが見つからない女性従業

員のため、外部の託児所と法人契約を行う「託児所利用支援制度」を
導入しました。

旭硝子（5201、ガラス・土石製品）

住友金属鉱山では、結婚や出産を機に仕事を辞めずに、

長く職場で活躍できるよう、女性の雇用及び活躍機会の拡
大に向けた施策を展開しています。長時間労働の抑制や有
給休暇取得の促進、育児短時間勤務制度の拡充やジョブリ
ターン制度等、各種制度の活用および充実を図っています。

2011年10月には、様々なバックグランドを持つ女性従業員
8人で構成される「女性活用検討チーム」を結成しました。

約半年にわたって、定期的に会合を持ち、最終的には人事
部長へ提言を行いました。現在は、「女性活用検討チーム」
からの提言をベースとして、女性を含め、多様な従業員が
より働きやすい職場になるよう、取組みを進めています。

住友金属鉱山（5713、非鉄金属）
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ニコン（7731、精密機器）

ダイキン工業では、2001年に、総合職・一般職の区分をなくし、

女性の仕事領域拡大を図りました。女性の基幹職（管理職）へ
の登用も計画的に進め、2001年度の2名から2011年度は21名
となりました。2011年度には、女性活躍推進プロジェクトを立ち
上げ、重要施策の１つと位置付けて取り組みを進めています。

仕事と育児を両立させて働き続けられる環境づくりも推進して
います。その中の一施策として、2007年6月に育児支援カフェテ

リアプランを導入し、残業・出張時や子どもの病気時に、ベビー
シッターなどの育児支援サービスの費用の一部を会社が補助
をしています。

「多様な人材が互いの価値観の違いを認め合い組織力を高め、
大きな目標に挑戦していくことが、企業の力になる」という考え
に基づき、女性だけでなく障がい者、高齢者も含めたダイバー
シティの取り組みを着実に展開しています。

ダイキン工業（6367、機械）

ニコンでは、女性の活躍促進に向けて、具体的な数値目標を立て、女性
の能力開発の促進と女性が活躍できる企業風土の醸成に、積極的に取り
組んでいます。

国内グループ会社では、5社を「女性活躍推進モデルカンパニー」と定め、
2011年3月期から目標を立てて施策を実施してきました。それぞれの会社

の課題や可能性を検討し、人事ローテーションによる女性の職域の拡大
や、女性の顧客を意識した女性だけのプロジェクトの立ち上げなど、自社
の状況に応じた活動を行っています。

育児休暇は最長2年間まで取得可能とし、育児や介護のための時差勤務
と勤務時間の短縮も併用可能としています。2010年6月からは、改正育
児・介護休業法の施行に伴い、子どもの看護や親族の介護のための、
時間単位の休暇取得を可能にしています。

自動車購入の意思決定の6割以上が女性主体となっていることか

ら、日産自動車では女性の視点での製品やサービスの開発が不
可欠と考え、グローバルで、プロジェクトや組織のリーダーを担う
女性が活躍できるような環境の整備を進めています。

女性のキャリア形成支援の面では、社内に女性のキャリアアドバ
イザーを配置し、相談体制を構築したほか、女性従業員を対象と
する能力開発研修や、女性同士のネットワーキングのためのイベ
ントを開催するなどの取組みを進めています。国内における女性
管理職の比率は、2004年の1.6%から、2012年には6.7％にまで
増加しました。

日産自動車（7201、輸送用機器）

家庭と仕事との両立支援の面では、「就業時間短縮制度」や「在宅勤務制度」などのほか、国内で3カ所目となる
事業所内託児所「まーちらんど」をグローバル本社（横浜）にも設置しました。また、育児休職者を対象とする
「復職セミナー」を2011年から実施するなど、ソフト面での施策の充実も進めています。
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KDDIでは、「個人の持てる力や個性を十分に発揮できる職場
環境の実現」を目的として、女性社員の活躍を推進する社内
プロジェクト「Win-k (ウィンク)」の活動を行っています。2009年度
から男性社員も加わり、全社員に向けた意識調査やeラーニング、
フォーラムなどを実施し、意識啓発や社員同士のネットワーク
づくりに取り組んでいます。

2011年度のKDDIの女性管理職比率は、3.2%となり、前年度から
0.4ポイント増加し、6年連続上昇しています。2015年度に7%の
達成を目標に掲げ、取組みを推進しています。

多様な働き方による生産性向上に取り組んでおり、2011年5月
からは、１カ月単位の変形労働制を導入。育児・介護短時間

勤務者も利用可能とし、限られた就業時間内で状況に合わせた
柔軟な働き方を選択できるようにしています。

ＫＤＤＩ（9433、情報・通信業）

東京急行電鉄では、1988年度から女性総合職の採用を行うなど、

従来男女の区別なく採用を行い、配属においても性別に関係なく幅広
く行っています。鉄道の駅務などの現業職場においても、2001年度か
ら正社員の採用を行っています。女性の管理職登用も進めており、
現在、部長1名を含む11名の女性管理職が各職場で活躍しています。

仕事と家庭との両立支援の面では、 2008年7月から、育児（妊娠・

出産・育児）や介護を理由に退職した社員が、働くことができる状況に
なったときに社員として復職できる制度として、 カムバック制度を導入
しました。
2010年4月からは「育児」を理由として制度を利用する社員が復職でき
る期間を、従来の「末子が小学校に入学した年の4月30日まで」から、
「末子が小学4年生に進級した年の4月30日まで」に延長も行いました。

東京急行電鉄（9005、陸運業）

豊田通商では、ダイバーシティ推進グループを中心に、「性別や
年齢に関わらず、誰もが力を発揮できる組織となり、新たな価値
創造を目指す」をコンセプトに、多様な人材が活躍できる職場づ
くりを進めています。女性のキャリア開発に関する研修の実施な
ど、さまざまなアプローチから、女性の活躍支援に努めています。

育児休業取得者が職場にスムーズに復帰できるよう、復帰

１ヵ月前に人事担当者が取得者とその上司に対して面談を実施
するなど、女性のキャリア継続を全面的に支援しています。豊田
通商（単体）において、子どもがいる女性社員の比率は、2007年
の11.7％から2011年の19.1％まで増加しています。

豊田通商（8015、卸売業）



11

三井住友フィナンシャルグループでは、性別・国籍などを問わず、様々な人材が活躍できる職場づくりに取り組
んでいます。 2008年4月には、三井住友銀行の人事部内に「ダイバーシティ推進室」を設置し、多様性を強みと
する企業風土の醸成に取り組んでいます。 2009年度以降は、「ダイバーシティ・レポート」を作成して、多様性を
強みとする企業風土の醸成が、三井住友銀行の経営戦略の一環であることを表明しています。

三井住友銀行では、リテール（個人業務）部門に限らず、幅広い部門において女性のポスト登用を積極的に
進めています。

若手の抜擢や、ワーキングマザーの登用、事務職からの登用などにより、さまざまな属性の女性管理職が増加
しています。

仕事と家庭の両立支援については、三井住友銀行のほか、グループ各社にて育児休業制度看護休暇制度、
短時間勤務制度などにおいて、法定を上回る制度を導入しています。

三井住友フィナンシャルグループ（8316、銀行業）

ファーストリテイリンググループでは、働きやすい職場環境
の実現と、従業員満足度の継続的な向上を目指し、社員
一人ひとりを尊重し、会社と個人がともに成長できるよう、

さまざまな環境を整え、グローバルな視点で、革新的な仕事
をしていく人材の育成に努めていくことを、基本方針として
定めています。

2004年には、ユニクロ店舗で働く女性店長のキャリア開発
のための「女性店長プロジェクト」をスタートさせ、女性の
活躍支援に向けた取り組みを推進してきました。

女性が長く働き続けられるように、仕事と家庭との両立を
支援するため、子どもが小学校4年生に上がる年の3月まで
職場復帰後の育児短時間勤務が可能です。2012年度の
育児休暇取得従業員数は590名、育児時短制度利用従業
員数は156名です。

ファーストリテイリング（9983、小売業）
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【参考】インデックスの試算
東証33業種毎に、女性活躍に関するスコアが高い順に最大3社（合計72銘柄）を選定し、指数を
試算しました。参考としてTOPIXの推移と比較しています。（比較のため、2009年4月1日の終値を
100としたときの推移として2013年1月末までグラフを作成しています。）

※  超過収益率は、2009年4月1日を基準とした72銘柄の指数の収益率から、同期間のＴＯＰＩＸの収益率
を差し引いて計算しています。

※ 通常の株価指数と異なり、スコアの変更等の状況を考慮していないため、通常の指数の推移と異な
る可能性があります。
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経済産業省では、女性、外国人、高齢者、障がい者等を含め、
多様な人材を活用して、イノベーションの創出、生産性の向上等
の成果を上げている企業を選定、表彰します。「優れたダイバー
シティ経営企業」として選定された企業の取組をベストプラクティ
スとして、広く発信していきます。2013年度以降も継続し、累積で
100社程度選定していく予定です。表彰式は、３月２２日に予定し
ています。

ロゴマークについて
今回の「女性の活躍」をテーマにした銘柄選定にあたり、株式会
社アイリスの協力のもと、ロゴマークを作成いたしました。これは、
経済産業省が、今年度より開始した「ダイバーシティ経営企業
１００選」の姉妹ブランドになっています。
一つ一つの丸を人材に見立て、多様な人材の活用によって、右肩
上がりに成長していくイメージで、吹き出しにより新たなオピニオ
ンが生まれることを表しています。今回選定された企業の皆様に
活用して頂くなど、「新しい価値を生み出し、創造する企業」のシン
ボルとして、認知が広がることを期待しています。

■株式会社アイリス http://www.iris-japan.com

■ダイバーシティ経営企業100選
http://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/kigyo100sen.html

＋ＹＯＵ 日本経済応援プロジェクトについて
マーケットから日本を元気に！
東証では、みなさんにマーケットを通じてもっとニッポン経済を身近に感じ
てもらうため、「＋YOU  日本経済応援プロジェクト」を進めています。テー
マ銘柄以外にも様々な取組みを行っていますので、＋YOU特設サイト
（http://plusyou.tse.or.jp）に是非アクセスしてみてください。

経済産業省「ダイバーシティ経営企業１００選」
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株式会社日本総合研究所

株式会社日本総合研究所は、「新たな顧客価値の共創」を基本理念に、システムインテグレーション・コンサルティ
ング・シンクタンクの3つの機能を備えた「知識エンジニアリング」活動を行っています。ITを基盤とする戦略的情報シ
ステムの企画・構築、アウトソーシングサービスの提供に加え、経営戦略・行政改革等のコンサルティング、内外経
済の調査分析・政策提言等の発信、新事業の創出を行うインキュベーション等、各分野で創造的な付加価値を生
み出しています。同社の業務内容に関する情報は、株式会社日本総合研究所ウェブサイト(http://www.jri.co.jp/)を
ご覧ください。

• 本資料は情報提供のみを目的としたものであり、投資勧誘や特定の証券会社との取引を推奨することを目的
として作成されたものではありません。万一、本資料に基づき被った損害があった場合にも、株式会社東京証
券取引所、経済産業省、及び株式会社日本総合研究所は責任を負いかねます。

• 本資料で提供している情報は万全を期していますが、その情報の網羅性・完全性を保証しているものではあり
ません。また、本資料に記載されている内容は将来予告なしに変更される可能性があります。記載している過
去の情報は実績であり、将来の成果を予想又は示唆するものではありません。

• 本資料のいかなる部分も一切の権利は、株式会社東京証券取引所、経済産業省、株式会社日本総合研究所
又はその情報提供元に属しており、電子的又は機械的な方法を問わず、いかなる目的であれ無断で複製、転
送等はできません。

株式会社東京証券取引所
株式会社東京証券取引所は、世界を代表する取引所であり、アジア太平洋地域で最大規模の証券取引所です。
東証は2,200社以上が上場し、時価総額約300兆円（2012年12月末現在）の株式市場を有するほか、JGB先物や
TOPIX 先物等のデリバティブ商品も取り扱っております。
詳細については株式会社東京証券取引所ウェブサイト(http://www.tse.or.jp/)をご覧下さい。


